
KG011771－1779653

ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に基づき、より多くの人へ適切に情報を伝
えられるよう配慮した見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

介護保険に関するお問い合わせは

名張市鴻之台1番町1番地
TEL.0595-63-7599　FAX.0595-63-4629

介護・高齢支援室
1階　5番窓口

福祉や介護に関する各種相談や介護予防のケアプラン作成に関するお問い合わせは

名張市鴻之台1番町1番地（名張市役所内）
TEL.0595-63-7833　FAX.0595-63-4629

地域包括支援センター
1階　7番窓口

地区名

名　張

鴻之台・希央台

蔵　持

梅が丘

薦　原

美　旗

比奈知

すずらん台

つつじが丘

錦　生

赤　目

箕　曲

百合が丘

国　津

桔梗が丘

上八町1321-1（名張市民センター内）

鴻之台1-2（名張市防災センター1F 中央ゆめづくり館内）

蔵持町原出319-1（旧伊賀南部農協蔵持支所）

梅が丘南5-184（梅が丘市民センター内）

薦生1607（薦原市民センター内）

美旗町南西原229-3（美旗市民センター内）

下比奈知1768（比奈知市民センター内）

すずらん台東3-220（すずらん台市民センター内）

つつじが丘北5-73-2（つつじが丘市民センター内）

安部田2118（錦生市民センター内）

赤目町丈六238-1（赤目市民センター内）

夏見215（箕曲市民センター内）

百合が丘西5-13（百合が丘市民センター内）

長瀬1418（旧長瀬保育所）

桔梗が丘5-12-10（桔梗が丘南市民センター内）

63-5699

63-0805

63-6371

61-3770

63-6400

65-5800

68-1278

68-5700

68-7800

63-2571

63-1381

63-1073

64-8600

69-1718

65-1299

電話（0595）住所

●介護や子育てなどの相談（訪問相談可）に応じています。
●介護予防教室の開催や、サロン活動などの支援をおこなっています。
●介護保険などの申請代行や介護認定調査業務をおこなっています。

まちの保健室
市内15箇所に設置しています。

名　張　市
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※掲載している内容については、今後見直される場合があります。

も く じ
介護保険のしくみ

サービス利用の手順

要介護1～5の人〈介護サービス〉

要支援1・2の人〈介護予防サービス〉

地域密着型サービス

福祉用具貸与・購入、住宅改修

地域支援事業（総合事業）

利用者の負担

介護保険料

●介護保険について 4

●サービス利用の流れ①
●サービス利用の流れ②

6
8

●介護サービス（在宅サービス）
●介護サービス（施設サービス）

10
14

●介護保険料
●保険料の納め方

28
30

●介護保険について 16

●住み慣れた地域で生活を
　続けるために 18

●生活する環境を整えるサービス 20

●総合事業　自分らしい生活を
　続けるために 22

●費用の一部を負担します 26

介護保険制度のおもな改正ポイント
令和7年4月から
●介護保険料の第1段階と第2段階、第4段階と第5段階を分ける基準と
なる金額が変わりました
　80万円から、80万9,000円に変わりました。

令和7年8月から
●介護保険施設を利用したときの居住費等の基準費用額が一部変わります
　介護老人保健施設および介護医療院のうち、一部の多床室で室料負担が導入されま
す。そのため、居住費等の基準費用額のうち、多床室の一部で金額が変わります。
　対象になるのは、介護老人保健施設の「療養型」「その他型」と、「Ⅱ型」の介護医療院
の多床室（いずれも8㎡／人以上に限る）です（短期入所サービスも含む）。

●高額介護サービス費と特定入所者介護サービス費の支給要件の一部が
変わります
　80万円から、80万9,000円に変わります。

2 3



介護保険のしくみ

介護保険について
大
切
に
保
管
し
ま
し
ょ
う
。

大
切
に
保
管
し
ま
し
ょ
う
。

相談
など

　介護保険制度は名張市が運営します。40歳以上の皆さんが加入者として保険料を納
め、介護や支援が必要となったときは、費用の一部を支払ってサービスを利用できます。

介護保険加入者（被保険者）

名張市（保険者）

●保険料を納めます　

　必要なサービスを総合的に利用できます。

40～64歳の医療保険加入者（第2号被保険者）
サービスを
利用できる人

特定疾病により介護や支援が必要で
あると認定を受けた方
交通事故やけがなど、特定疾病以外が原因
で介護や支援が必要になった場合は、介護
保険の対象にはなりません。

加齢と関係があり、要介護・要支援状態の原因である心身の障害を生じさせると
認められる疾病。特定疾病

●がん

●関節リウマチ
●筋萎縮性側索硬化症
●後縦靱帯骨化症
●骨折を伴う骨粗鬆症

●初老期における認知症
●進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核
　変性症およびパーキンソン病
●脊髄小脳変性症
●脊柱管狭窄症
●早老症
●多系統萎縮症

●糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症
　および糖尿病性網膜症
●脳血管疾患
●閉塞性動脈硬化症
●慢性閉塞性肺疾患
●両側の膝関節または股関節に
　著しい変形を伴う変形性関節症

医師が一般に認められている医学的
知見にもとづき回復の見込みがない
状態に至ったと判断したものに限る（ ）
きん い しゅくせい そくさくこう か しょう せきちゅうかんきょう さくしょう

せきずいしょうのうへんせいしょう

へんせいしょう

しん こうせいかくじょうせい ま ひ だいのう ひ しつ き てい かく

にん ち しょう

そうろうしょう

た けいとう い しゅくしょう

まんせいへいそくせいはいしっかん

ひざかんせつ こ かんせつ

へいそくせいどうみゃくこう か しょう

のうけっかんしっかん

とうにょうびょうせいもう まくしょう

とうにょうびょうせいしんけいしょうがい とうにょうびょうせいじんしょう

へんけいせいかんせつしょう

こうじゅうじんたい こっ か しょう

こつ そ しょうしょう

　介護保険制度は、
みなさんが住んでい
る市区町村が運営し
ています。

●制度を運営します
●要介護（支援）認定を行います
●保険証を交付します
●負担割合証を交付します
●サービスを確保・整備します

サービス事業者
　利用者に合ったサービスを提供して
いきます。

●指定を受けた社会福祉法人、医療法人、民
間企業、非営利組織などがサービスを提供
します

要介護（支援）認定の申請

要介護（支援）認定、保険証の交付
負担割合証の交付

介護報酬の
支払い介護報酬の

請求

保険料の納付

65歳以上の人（第1号被保険者）
サービスを
利用できる人

介護や日常生活の支援が必要である
と認定を受けた方
どんな病気やけががもとで介護や支援が必
要になったかは問われません。

(                              )

(                              )

地域包括支援センター
　介護予防や地域の総合的な相談の
拠点として、設置されています。
裏表紙へ

ケアマネジャー
　介護予防や地域の総合的な相談の
拠点として、設置されています。
P9へ

※65歳以上の人で、交通事故など第三者による不法行為により介護保険を利用する場合は、市区町村へ届出が必要
です。示談前に市区町村の担当窓口へ連絡してください。

サービスの提供

利用料（利用者負担割合分）の支払い

連携

連携

連携調整

連携調整

支援

相談
など

支援

要介護認定を申請するときや介護保険のサービスを受ける
ときなどに介護保険証が必要になります。

介護保険証
（介護保険被保険者証）

【65歳以上の人】

【40～64歳の人】

●1人に1枚交付されます。
●65歳になる月（誕生日が1日の方は前月）に
　交付されます。
●要介護認定を受けた人に交付されます。

●要介護認定の申請をするとき（65歳以上の人）
●ケアプランを作成するとき
●介護保険サービスを利用するとき 

（－）

番　号

住　所

被

　
保

　
険

　
者

性
別

氏　名

生年月日

交付年月日

フリガナ

介 護 保 険 被 保 険 者 証

保険者番号
並びに保険
者の名称及
び印　　

印名張市

交付年月日　　　年　　　月　　　日

番　　号

住　　所

氏　　名

生年月日

利用者負担
の割合

割

割

適 用 期 間

フリガナ

開始年月日　　　　　年　　月　　日
終了年月日　　　　　年　　月　　日
開始年月日　　　　　年　　月　　日
終了年月日　　　　　年　　月　　日

被

保

険

者

介 護 保 険 負 担 割 合 証

保険者番号
並びに保険
者の名称及
び印　　 印名張市

交付対象者

必要なとき

介護保険サービス等を利用するときの負担割合（1～3割）
が記載されています。

負担割合証
（介護保険負担割合証）

要介護認定を受けた人、介護予防・生活支援サービス事業対象者
に交付されます。

介護保険サービスを利用するとき
【有効期限】1年間（8月1日～翌年7月31日）

▶負担割合に関して、
　詳しくは26ページ。

交付対象者

必要なとき

介護保険証、負担割合証はイメージです。

負担割合（1～3割）
が記載されます。

介
護
保
険
の
し
く
み

介
護
保
険
の
し
く
み
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サービス利用の手順
　介護サービスや介護予防サービス、介護予防・生活支援サービス
事業を利用するには、まずは、名張市の窓口や地域包括支援セン
ターに相談しましょう。

●介護サービスが必要
●住宅改修が必要
　など

●生活に不安があるが、
　どんなサービスを
利用したらよいか
わからない

　など

●介護予防に取り組みたい
　など

要介護認定
の申請

要介護認定
（調査～判定）

　名張市の窓口または地域包括支援セン
ターで、相談の目的を伝えます。希望す
るサービスがあれば伝えましょう。

①相談する
　要介護認定または基本チェックリストを受けます。
　まだ支援が必要でない方には、一般介護予防事業などを
紹介します。

②心身の状態を調べる
　要介護認定や基本チェックリストに
よって、心身の状態が判定されます。

③体の状態を知る
　必要な支援の度合いによって、利用できる
サービスは異なります。一般介護予防事業
は、65歳以上のすべての方が利用できます。

④利用できるサービス

介護サービス
を利用できます

介護予防サービス
を利用できます

介護予防・生活支援
サービス事業
を利用できます

一般介護予防事業
を利用できます

要介護認定を受ける

名張市の窓口等に申請して、
要介護認定を受けます。（下記参照）

基本チェックリストを受ける

　介護予防・生活支援サービス
事業のみを希望する場合には、
基本チェックリストによる判定
で、サービスを利用できます。

　25の質問項目で日常生活に必要な機能が低
下していないかを調べます。
（基本チェックリスト

▲

P23）

※事業対象者とは「介護予防・生活支援サービス事業」の対象者のこと
です。また、要介護認定は、事業対象者となったあとでも申請できます。

①要介護認定の申請
　申請の窓口は、名張市介護・高齢支援
室です。
　申請は、本人のほか家族でもできます。
　次のところでも申請の依頼ができます。
　（更新申請も含みます）

要介護認定の流れ　介護（予防）サービスを利用するには、要介護認定を受け、　「介護や支援が必要である」と認定される必要があります。

申請書には主治医の氏名・医療機関名・所在地・電話番号を
記入する欄があります。かかりつけの医師がいる方は、確認し
ておきましょう。

●申請に必要なもの ②要介護認定（調査～判定）
　申請をすると、訪問調査のあとに公平な審査・判定が行
われ、介護や支援が必要な度合い（要介護度）が決まります。

　名張市の担当職員などが自宅などを訪問し、心身の状態などについて聞き取ります。●訪問調査

　訪問調査の結果や、主治医意見書の一部の項目をコンピュータに入力し、一次判定を行います。●一次判定

　一次判定や主治医の意見書などをもとに、専門家が審査します。●二次判定（認定審査）

　名張市の依頼により主治医が意見書を作成します。
　※主治医がいない方は、名張市が紹介する医師の診断を受けます。●主治医の意見書

総合事業

サ
ー
ビ
ス
利
用
の
流
れ
②
へ
（
8
ペ
ー
ジ
か
ら
）

認
　
定

生活機能の低下がみら
れる（事業対象者※）

自立した生活が送れる

サービス利用の流れ①

申請書
名張市の窓口においてあります。
介護保険証
40～64歳の方は健康保険に加入していることが
確認できるものが必要です。
マイナンバーと身元確認書類●地域包括支援センター

●居宅介護支援事業者　●介護保険施設
●まちの保健室

相談～利用できる
サービス

要介護度
要介護5
要介護4
要介護3
要介護2
要介護1

要支援2
要支援1

介
護
が
必
要
な
度
合
い

高

低

非該当

サ
ー
ビ
ス
利
用

の
手
順
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8 9

介
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要
介
護
認
定
の
通
知

サービスを利用
●サービス事業者と契約※2します。
●ケアプランにそって介護サービスを利用します。

サービスを利用
ケアプランにそって施設サービスを利用します。

要
支
援
認
定
の
通
知

要
介
護
1
〜
5
の
人

要
支
援
1
･
2
の
人

サービスを利用
●サービス事業者と契約※2します。
●介護予防ケアプランにそって介護予防サービス
および介護予防・生活支援サービス事業
　を利用します。

　名張市の指定を受け、ケアマネジャーを配置している事業者です。
要介護認定申請の代行やケアプランの作成を依頼するときの窓口とな
り、サービス提供機関と連絡・調整をします。

居宅介護支援事業者とは

　介護の知識を幅広く持った専門家で、介護
保険サービスの利用にあたり次のような役割
を担っています。

ケアマネジャー（介護支援専門員）とは

※申請を代行できる事業者は厚生労働省令で定められています

●利用者や家族の相談に応じアドバイスします。
●利用者の希望に沿ったケアプランを作成します。
●サービス事業者との連絡や調整をします。
●サービスの再評価とサービス計画の練り直しをします。

サービス利用の流れ② ケアプランの作成から
サービス利用まで

　要介護1～5と認定された方で、自宅を中心としたサービスを希望する方は居宅介
護支援事業者に、施設への入所を希望する方は介護保険施設に連絡します。
　また、要支援1・2と認定された方は地域包括支援センターまたは介護予防支援の
指定を受けた居宅介護支援事業者に連絡します。介護予防・生活支援サービス事業
対象者は地域包括支援センターに連絡します。

10ページへ

16ページへ

22ページへ

14ページへ

サービス利用の手順

サービスを利用
●サービス事業者と契約※2します。
●ケアプランにそって介護予防・
生活支援サービス事業をを利用
します。

介護予防ケアプランを作成※1
　地域包括支援センターの職員などと相談しなが
ら介護予防ケアプランを作成します。

ケアプランを作成※1
　地域包括支援センターの職員と
相談しながらケアプランを作成し
ます。

住んでいる地区の地
域包括支援センター
または介護予防支援
の指定を受けた居宅
介護支援事業者へ
連絡します

住んでいる地区の
地域包括支援セン
ターへ連絡します

●① ●②

●① ●②

●③

ケアプランを作成※1

　担当のケアマネジャーと
相談しながらケアプランを
作成します。

ケアプランを作成※1

　入所する施設のケアマネ
ジャーと相談しながらケア
プランを作成します。

●②

居宅介護支援事業者に連絡
●名張市などが発行する事業者一覧のなかから居
宅介護支援事業者（ケアマネジャーを配置して
いるサービス事業者）を選び、連絡します。
●担当のケアマネジャーが決まります。

介護保険施設に連絡
　入所前に見学するなどサービス内容や利用料に
ついて、検討した上で、施設に直接申し込みます。

●①

●① ●② ●③

□重要事項説明書などの書類を受け取り、サー
ビスの内容に納得した

□利用者の病気や身体の状況をよく把握しても
らっている

□介護保険が使えるサービスと使えないサービ
スがわかるようになっている

□利用料やキャンセル料、支払いについて納得
した

□契約解除の方法の説明を受けた
利用開始後も事業者を変えることができま
す。疑問点は、ケアマネジャーに相談して
みましょう。

サービス事業者と契約する際の注意点

通うサービスなど
では、実際に施設を
見学してみましょう

サ
ー
ビ
ス
利
用

の
手
順

施設に入所したい

自宅で暮らしなが
らサービスを利用
したい

※1　ケアプランの作成、介護予防ケアプランの作成は、利用者の費用負担はありません。 ※2　契約にあたってはサービス内容や料金などをよく確認しましょう。



介護サービス（在宅サービス）
　在宅サービスには、居宅を訪問してもらう訪問サービスや施設に通って受ける通
所サービスなどがあります。サービスは組み合わせて利用することができます。
●利用者負担のめやすは、サービスにかかる基本的な費用の1割を掲載しています（利用者負担の割合について
は26ページ参照）。このほかに事業所の体制や、サービスの利用内容による加算などがあります。

　ホームヘルパーに居宅を訪問してもらい、食事や排せつ介助
などの身体介護、掃除、洗濯、買い物などの生活援助をしても
らいます。通院などを目的とした乗降介助も利用できます。

訪問介護（ホームヘルプ）

●主なサービス内容
身体介護の例
●食事や入浴の介助
●オムツの交換、排せつの介助
●衣類の着脱の介助
●洗髪、つめ切り、身体の清拭
　　　　　　　　　　　など

生活援助の例
●食事の準備や調理
●衣類の洗濯や補修
●掃除や整理整頓
●生活必需品の買い物
　　　　　　　　など

身体介護
中心

生活援助
中心

20分～30分未満 250円

通院等乗降介助（1回） 99円

30分以上1時間未満 396円

20分～45分未満 183円

45分以上 225円
※早朝・夜間・深夜などの加算があります。

●利用者負担（1割）のめやす

1回 1,293円

●利用者負担（1割）のめやす

訪問してもらい利用するサービス

自宅での日常生活の手助け

せいしき

要介護1～5の人〈介護サービス〉

居宅介護支援
　ケアマネジャーに「ケアプラン」を作成してもら
い、そのプランに沿って安心してサービスを利用で
きるように支援してもらいます。

サービス利用の相談は無料です

以下のサービスは、介護保険の対象外です
　本人以外のためにすることや、日常生活上の家事
の範囲を超えることなどは、サービスの対象外です。
●本人以外の家族のための食事
●ペットの世話　●草むしり・花の手入れ
●来客の応対　●模様替え　●洗車　など

　ケアプランの相談・作成は全額を介護保険が
負担しますので、無料です。

ほう もん かい ご

きょ たく かい ご し えん

訪問入浴介護
　介護職員と看護職員に移動入浴車で居宅を
訪問してもらい、入浴介護を受けます。

ほう もん にゅう よく かい ご

　理学療法士や作業療法士、言語聴覚士に
居宅を訪問してもらい、リハビリテーショ
ンを受けます。

訪問リハビリテーション
ほう もん

1回※ 314円

●利用者負担（1割）のめやす

※20分間リハビリテーションを行った場合。

居宅療養管理指導 訪問看護

※早朝・夜間・深夜などの加算あります。

　医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士など
に居宅を訪問して
もらい、薬の飲み
方、食事など療養
上の管理や指導を
受けます。

医師の指導のもとでの助言、管理サービス

●利用者負担（1割）のめやす
30分未満
30分～1時間未満
30分未満
30分～1時間未満

●利用者負担（1割）のめやす
〈同日、同じ建物にサービスを受ける方がほかにいない場合〉

　疾患などを抱えている人の居宅を、看護
師などに居宅を訪問してもらい、床ずれの
手当てや点滴の管理など療養上の世話や診
療の補助を受けます。

515円医師の場合（月2回まで）
517円歯科医師の場合（月2回まで）
566円医療機関の薬剤師の場合（月2回まで）
518円薬局の薬剤師の場合（月4回まで）
362円歯科衛生士等の場合（月4回まで）

病院
診療所から

訪問看護
ステーションから

408円
586円
481円
841円

きょ たく りょう よう かん り し どう ほう もん かん ご

介
護
サ
ー
ビ
ス
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要介護1～5の人〈介護サービス〉

　通所介護施設で、食事、入浴などの日常生活
上の支援や、生活行為向上のための支援を日
帰りで受けます。

施設に通って利用するサービス
通所介護（デイサービス）

要介護1 668円
要介護2 788円
要介護3 913円
要介護4 1,038円
要介護5 1,164円

●利用者負担（1割）のめやす
〈通常規模の事業所の場合〉
（7時間以上8時間未満の場合）

※送迎を含む。
※個別の機能訓練を行った場合や入浴の加算あり。
　食費、日常生活費は別途必要です。

特定施設入居者生活介護
　有料老人ホームなどに入居している方が、日常生活上の支援や介護を受けます。
　食事・入浴などの介護や機能訓練を受けます。

　介護老人福祉施設などに短期間入所して、
食事、入浴、排せつなどの日常生活上の支
援や機能訓練などを受けます。

　介護老人保健施設などに短期間入所して、
医療上のケアを含む日常生活上の支援や機
能訓練、医師の診療などを受けます。

施設に入居している方が利用するサービス

短期間施設に入所して利用するサービス

要介護1 550円
要介護2 618円
要介護3 689円
要介護4 755円
要介護5 825円

764円

813円

876円

931円

985円

842円

893円

958円

1,067円

1,011円 1,017円

848円

896円

962円

1,071円

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

従来型個室 多床室

614円

684円

758円

829円

899円

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

614円

684円

758円

829円

899円

従来型個室 多床室

●利用者負担（1割）のめやす（1日）

短期入所生活介護
（ショートステイ）

短期入所療養介護
（医療型ショートステイ）

●利用者負担（1割）のめやす（1日） ●利用者負担（1割）のめやす（1日）
〈介護老人福祉施設・併設型の施設の場合〉

716円

786円

862円

934円

1,004円

ユニット型個室
ユニット型個室的多床室

ユニット型個室
ユニット型個室的多床室

※食費、滞在費、日常生活費は別途必要です。 ※食費、滞在費、日常生活費は別途必要です。

〈介護老人保健施設の場合〉

※費用は施設の種類やサービスに応じて異なります。
※食費、日常生活費、居住費は別途負担となります。

とく てい し せつ にゅう きょ しゃ せい かつ かい ご

たん き にゅう しょ せい かつ かい ご たん き にゅう

い りょうがた

しょ りょう よう かい ご

つう しょ かい ご

　介護老人保健施設や医療機関などで、入浴な
どの日常生活上の支援や、生活行為向上のため
のリハビリテーションを日帰りで受けます。

通所リハビリテーション（デイケア）
つう しょ

要介護1 775円
要介護2 919円
要介護3 1,064円
要介護4 1,236円
要介護5 1,403円

〈通常規模の事業所の場合〉
（7時間以上8時間未満の場合）

●利用者負担（1割）のめやす

※送迎を含む。
※個別のリハビリテーションを行った場合や入浴の加算あり。
　食費、日常生活費は別途必要です。

介
護
サ
ー
ビ
ス
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要介護1～5の人〈介護サービス〉

介護サービス（施設サービス）
　施設サービスは、介護が中心か治療が中心かなどによって入所する施設を選択します。
　入所の申し込みは介護保険施設へ直接行い、事業者と契約します。
※要支援の人は、施設サービスを利用できません。

　施設サービスを利用した場合は、サービス
費用の1割、２割、または3割・食費・居住
費・日常生活費が利用者の負担となります。

＋＋ ＋ 居住費食費 日常生活費

施設サービスを利用した場合の負担額

低所得の人が施設を利用した場合の食費・居住費の負担限度額

サービス費用の
1割、２割､
または3割

●負担限度額【１日あたり】

　低所得の人の施設利用が困難とならないように、申請により食費・居住費は下表の負担限
度額までを負担し、超えた分は介護保険から給付されます（特定入所者介護サービス費等）。

基準費用額：1日あたりの施設における食費・居住費の平均的な費用を勘案して定める額

※介護老人福祉施設と短期入所生活介護を利用した場合は、（　）内の金額となります。

ただし❶❷のいずれかの場合は、対象となりません。

❶住民税非課税世帯でも世帯分離している配偶者＊が住民税課税の場合
❷住民税非課税世帯（世帯分離している配偶者＊も非課税）でも、預貯金（有価証券、金など換金性が高いものを含む）などが下記を超える場合
・第1段階　：預貯金などが単身1,000万円、夫婦2,000万円を超える場合
・第2段階　：預貯金などが単身　650万円、夫婦1,650万円を超える場合
・第3段階①：預貯金などが単身　550万円、夫婦1,550万円を超える場合
・第3段階②：預貯金などが単身　500万円、夫婦1,500万円を超える場合
　※第2号被保険者（65歳未満）は、段階にかかわらず、預貯金などが単身1,000万円、夫婦で2,000万円を超える場合

介護医療院
　長期の療養を必要とする人のため
の施設で、医療と日常生活上の介護
を一体的に受けます。

医療と介護を一体的に受けたい

●利用者負担（1割）のめやす（30日の場合）
従来型個室 多床室 ユニット型個室

ユニット型個室的多床室
要介護1 約21,933円 約25,340円 約25,857円
要介護2 約25,310円 約28,686円 約29,204円
要介護3 約32,550円 約35,957円 約36,474円
要介護4 約35,653円 約39,029円 約39,546円
要介護5 約38,421円 約41,828円 約42,345円

かい ご い りょう いん

介護老人保健施設（老人保健施設）
　病状が安定している人が、医学的
管理のもとで看護、介護、リハビリ
テーションをしてもらう施設です。
医療上のケアやリハビリテーション、
日常的介護を一体的に受け、家庭へ
の復帰を支援してもらいます。

リハビリを受けたい

●利用者負担（1割）のめやす（30日の場合）

約21,812円 約24,123円 約24,397円要介護1
約23,211円 約25,644円 約25,797円要介護2
約25,188円 約27,622円 約27,774円要介護3
約26,861円 約29,234円 約29,447円要介護4
約28,352円 約30,785円 約30,968円要介護5

従来型個室 多床室 ユニット型個室
ユニット型個室的多床室

かい ご ろうじん ほ けん し せつろう じん ほ けん し せつ

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
　寝たきりや認知症で日常生活にお
いて常時介護が必要で、自宅では介
護が困難な人が入所します。食事、
入浴、排せつなどの日常生活介護や
療養上の世話を受けます。

生活全般の介護が必要

●利用者負担（1割）のめやす（30日の場合）
従来型個室 多床室 ユニット型個室

ユニット型個室的多床室
要介護3 約22,268円 約22,268円 約24,793円
要介護4 約24,397円 約24,397円 約26,953円
要介護5 約26,496円 約26,496円 約29,052円

※新規入所は原則として要介護3以上の人が対象です。

かい ご とくべつ よう ご ろうじんろう じん ふく し し せつ

第1段階

第2段階

第3段階①

第3段階②

0円 300円

390円

300円

600円

1,300円1,360円

1,000円650円

430円

430円

430円

550円
（480円）

550円
（380円）

1,370円
（880円）

1,370円
（880円）

880円 550円

880円 550円

1,370円1,370円

1,370円1,370円

利用者負担段階 ユニット型
個室

ユニット型
個室的多床室

従来型
個室 多床室 施設

サービス
短期入所
サービス

食費居住費等

●本人および世帯全員が住民税非課税で、
老齢福祉年金の受給者

●生活保護の受給者

本人および世帯全員が住民税非課税で、
合計所得金額＋課税年金収入額＋非課税
年金収入額が80万円以下の人

本人および世帯全員が住民税非課税で、
合計所得金額＋課税年金収入額＋非課税
年金収入額が80万円超120万円以下の人

本人および世帯全員が住民税非課税で、
合計所得金額＋課税年金収入額＋非課税
年金収入額が120万円超の人

下線部の金額が80万9,000円に変わります。令和7年8月から

●食　　費：1,445円
●居住費等：●ユニット型個室…2,066円　●ユニット型個室的多床室…1,728円
　　　　　　●従来型個室…1,728円（介護老人福祉施設、短期入所生活介護は1,231円）
　　　　　　●多床室…437円【697円】※（介護老人福祉施設、短期入所生活介護は915円）
※　　　　　　　介護老人保健施設の「療養型」「その他型」、「Ⅱ型」の介護医療院の多床室（いずれも8㎡／人以上に限る）を利
用する場合（短期入所サービスも含む）は、【　】内の金額となります。
令和7年8月から

介
護
サ
ー
ビ
ス

＊「配偶者」は事実婚も含みます。ただし、DV防止法における配偶者からの暴力を受けた場合を除きます。
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介護予防サービス
　介護予防サービスには、居宅を訪問してもらう訪問系サービスや、施設に通って
受ける通所系サービスなどがあります。サービスは組み合わせて利用することがで
きます。
●利用者負担のめやすは、サービスにかかる基本的な費用の1割を掲載しています（利用者負担の割合について
は26ページ参照）。このほかに事業所の体制や、サービスの利用内容による加算などがあります。

　従来の介護予防訪問介護と介護予防通所介護は、訪問型サービス、通所型サービスとし
て市区町村が行う介護予防・生活支援サービス事業で提供しています。訪問型サービス、
通所型サービスについては、22ページをご覧ください。

要支援1・2の人〈介護予防サービス〉

　地域包括支援センターで「介護予防ケアプラン」を
作成してもらい、そのプランに沿って安心してサービ
スを利用できるように支援してもらいます。

介護予防支援

●利用者負担（1割）のめやす
〈同日、同じ建物にサービスを受ける方がほかにいない場合〉

390円

※早朝・夜間・深夜などの加算あります。

●利用者負担（1割）のめやす
30分未満

565円30分～1時間未満
461円30分未満
811円30分～1時間未満

病院
診療所から

訪問看護
ステーションから

515円医師の場合（月2回まで）
517円歯科医師の場合（月2回まで）
566円医療機関の薬剤師の場合（月2回まで）
518円薬局の薬剤師の場合（月4回まで）
362円歯科衛生士等の場合（月4回まで）

　介護予防ケアプラン
の相談・作成は全額を
介護保険が負担します
ので、無料です。

介護予防居宅療養管理指導
かい ご よ ぼう きょ たく りょう よう かん り し どう

介護予防訪問看護
かい ご よ ぼう ほう もん かん ご

かい ご よ ぼう し えん

　医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士などに居
宅を訪問してもらい、薬の飲み方、食事など介護
予防を目的とした療養上の管理や指導を受けます。

　看護師などに居宅を訪問し
てもらい、床ずれの手当てや
点滴の管理など介護予防を目的とした療養上の世
話や診療の補助を受けます。

医師の指導のもとでの助言、管理サービス

サービス利用の相談は無料です

　有料老人ホームなどに入居している方が、介護予防を目的と
した日常生活上の支援や介護を受けます。

施設に入居している方が利用するサービス

　介護老人保健施設や病院・診療所で、食事などの日常生活上の支援や生活行為向上
のための支援、リハビリテーション、目標に合わせたサービスを日帰りで受けます。

施設に通って利用するサービス

●利用者負担（1割）のめやす
1回※ 303円

※20分間リハビリテーションを行った場合。

●利用者負担（1割）のめやす
1回 874円

介護予防訪問リハビリテーション
かい ご よ ぼう ほう もん

　居宅に浴室がない場合や、感染症などで浴室の利用
が難しい場合、介護職員と看護職員に移動入浴車で居
宅を訪問してもらい、入浴サービスを受けます。

介護予防訪問入浴介護
かい ご よ ぼう ほう もん にゅう よく かい ご

訪問してもらい利用するサービス

　理学療法士や作業療法士、言語聴覚士に居宅を
訪問してもらい、リハビリテーションを受けます。

　介護予防通所リハビリテーションでは利用者の目標に応じて次のようなサービスが利用できます。また、
組み合わせて利用することもできます。

　管理栄養士などの指導で、低栄養を予防するため
の食べ方や、食事作りなどをします。

　歯科衛生士や言語聴覚士などの指導で、歯みがき
や摂食・えん下機能向上の訓練などをします。

※送迎、入浴を含む。

※食費、日常生活費は別途
　必要です。

要支援1 2,307円
要支援2 4,300円

●利用者負担（1割）のめやす（1か月）

目標に合わせたサービスが利用できます（通所系サービス）

要支援1 186円
要支援2 318円

●利用者負担（1割）のめやす（1日）

※費用は施設の種類やサービスに応じて異なります。
※食費、日常生活費、居住費は別途負担となります。

介護予防通所リハビリテーション（デイケア）
かい ご よ ぼう つう しょ

介護予防特定施設入居者生活介護
かい ご よ ぼう とく てい し せつ にゅう きょ しゃ せい かつ かい ご

　介護老人福祉施設などに短期間入所して、日常
生活上の支援（食事、入浴、排せつなど）や機能
訓練などを受けます。

短期間施設に入所して利用するサービス

204円
153円

栄養改善
口腔機能向上（Ⅰ）

●利用者負担（1割）のめやす（1日）

※食費、滞在費、日常生活費は別途必要です。

588円
737円

622円
785円

633円
800円

要支援1
要支援2

従来型個室 多床室

〈介護老人保健施設の場合〉
ユニット型個室

ユニット型個室的多床室

●利用者負担（1割）のめやす（1日）

※食費、滞在費、日常生活費は別途必要です。

459円
571円

459円
571円

538円
668円

要支援1
要支援2

従来型個室 多床室

〈介護老人福祉施設・併設型の施設の場合〉
ユニット型個室

ユニット型個室的多床室

介護予防短期入所生活介護
（ショートステイ）

かい ご よ ぼう たん き にゅう しょ せい かつ かい ご

　介護老人保健施設などに短期間入所して、介護
予防を目的とした医療上のケアを含む日常生活上
の支援や機能訓練、医師の診療などを受けます。

介護予防短期入所療養介護
（医療型ショートステイ）

かい ご よ ぼう たん き にゅう しょ りょう よう かい ご

い りょうがた

栄養改善 口腔機能向上 介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
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地域密着型サービス

住み慣れた地域で生活を続けるために

要介護2
要介護3
要介護4

要介護1

要介護5

903円
1,047円
1,189円
1,331円

764円

　定員が29人以下の小規模な介護老人福祉
施設に入所する人が、食事や入浴、機能訓
練などのサービスを受けます。
※新規入所は原則として要介護3以上の人が対象です。

　定員が29人以下の小規模
な介護専用の有料老人ホー
ムなどで、食事や入浴、機
能訓練などのサービスを受
けます。

　住み慣れた地域での生活を続けるために、地域の特性に応じたサービスが受けら
れます。原則として、事業所のある名張市の住民の方のみ利用できます。
●利用者負担のめやすは、サービスにかかる基本的な費用の1割を掲載して
います（利用者負担の割合については26ページ参照）。このほかに事業
所の体制や、サービスの利用内容による加算などがあります。
●名張市では実施していないサービスがあります。
●【　】内は介護予防サービスの名称です。
●施設を利用した場合、食費、日常生活費、居住費等は別途必要です。

地域密着型通所介護
施設に行って支援やリハビリを受けたい

身近な地域の施設に入所したい
地域密着型
特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

554円

623円

695円

761円

832円

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5
※要支援1・2の人は利用できません。
●名張市にはこの事業所はございません。

●利用者負担（1割）のめやす
　（7時間以上8時間未満の場合）

●利用者負担（1割）のめやす（1日） ●利用者負担（1割）のめやす（1日）

　定員が18人以下の小規模な通所介護施設
で、日常生活上の世話や機能訓練などを受
けます。

認知症対応型通所介護
【介護予防認知症対応型通所介護】

認知症高齢者を対象としたサービスを利用したい

　認知症の人が、共同生活をする住宅でス
タッフの介護を受けながら、食事や入浴な
どの介護や支援、機能訓練を受けます。

【介護予防認知症対応型共同生活介護】

要介護2
要介護3
要介護4

要支援1
要支援2
要介護1

要介護5

1,121円
1,231円
1,342円
1,452円

876円
978円
1,011円

●利用者負担（1割）のめやす（7時間以上8時間未満の場合）

要介護2 813円
要介護3 836円
要介護4

要支援2
要介護1

853円
要介護5 871円

772円
776円

※食費、日常生活費、居住費は別途負担となります。
※要支援1の人は利用できません。※食費、日常生活費は別途負担となります。

●利用者負担（1割）のめやす（1日）〈ユニット数1の場合〉

　認知症の人が、食事や入浴、専門的なケ
アを日帰りで受けます。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
　24時間いつでも、定期巡回と随時対応
の訪問介護と訪問看護を受けます。

ヘルパーさんに自宅を定期的に訪問してもらいたい

要介護度 介護のみ利用 介護と看護を利用
要介護1 5,561円 8,113円
要介護2 9,925円 12,674円
要介護3 16,479円 19,346円
要介護4 20,846円 23,849円
要介護5 25,211円 28,893円

●利用者負担（1割）のめやす（1か月）

夜間対応型訪問介護
　夜間でも安心して在宅生活が送れるよ
う、巡回や通報システムによる夜間専用
の訪問介護を受けます。

夜間もヘルパーさんに来てもらいたい

579円／回

1,010円／月

380円／回

※要支援1・2の人は利用できません。
●名張市にはこの事業所はございません。

基本夜間対応型訪問介護

●利用者負担（1割）のめやす
〈オペレーションセンターを設置している場合〉

定期巡回サービス

随時訪問サービス（Ⅰ）

※要支援1・2の人は利用できません。
●名張市にはこの事業所はございません。

◆一体型事業所の場合

〈単独型の場合〉

※要支援1・2の人は利用できません。

※要支援1・2の人は利用できません。

要介護3

要介護4

要介護5

756円

829円

900円

従来型個室

756円

829円

900円

多床室

840円

914円

985円

ユニット型個室
ユニット型個室的多床室

ち いき みっ ちゃく かい ごがた つう しょ

ち いき みっ ちゃく

かい ご

がた

せい かつとく てい し せつ にゅう きょ しゃ

ち いき みっ ちゃく がた かい ご ろう じん ふく し し せつ

にゅう しょ しゃ せい かつ かい ご

にん ち しょうたい かい ごおう がた つう しょ

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
にん ち しょうたい かい ごおう がた きょう どう せい かつ

にん ち しょう たい かい ごおう がた きょう どう せい かつにん ち しょう たい かい ごおう がた つう しょかい ご よ ぼう

てい き じゅんかい かい ご かん ごずい がた ほうじ たい おう もん かい ごがた ほうや たいかん おう もん

かい ご よ ぼう

小規模多機能型居宅介護
【介護予防小規模多機能型居宅介護】

通い・訪問・泊まりなど組み合わせて利用したい

　小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組
み合わせて、通い・訪問・短期間の宿泊で
介護や医療・看護のケアを受けます。

看護小規模多機能型居宅介護

要介護2
要介護3
要介護4

要支援1
要支援2
要介護1

要介護5

●利用者負担（1割）のめやす（1か月）

　通いを中心に、利用者の選択に応じて訪
問や泊まりのサービスを組み合わせ、多機
能なサービスを受けます。

15,632円
22,740円
25,097円
27,672円

3,509円
7,091円
10,636円

要介護2
要介護3
要介護4

要介護1

要介護5

17,711円
24,898円
28,238円
31,942円

12,659円

※要支援1・2の人は利用できません。

●利用者負担（1割）のめやす（1か月）

しょう き ぼ た かい ごき がた きょのう ふく がたごうたく

しょう き ぼ た かい ごき がた きょのう たく しょう きかん ご ぼ た かい ごき がた きょのう たく

かい ご よ ぼう

（複合型サービス）
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域
密
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型
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生活する環境を整えるサービス
※【　】内は介護予防サービスの名称です。

福祉用具貸与・購入、住宅改修

　生活環境を整えるための住宅改修に対し、20万
円を上限として費用の7～9割が住宅改修費として
支給されます。
（費用が20万円かかった場合、自己負担1割の場合 
2万円、2割の場合 4万円、3割の場合6万円が自己
負担額です）

▼工事の前に保険給付の対象となるかどうかを、ケアマ
ネジャー、地域包括支援センター、まちの保健室に相
談しましょう。

•手すりの取り付け
•段差や傾斜の解消
•滑りにくい床材・移動しやすい床材への変更
•開き戸から引き戸等への扉の取り替え、
　扉の撤去
•和式から洋式への便器の取り替え
•その他これらの各工事に付帯して必要な工事

より安全な生活が送れるように住宅を改修する

福祉用具をレンタルする

特定福祉用具購入
【特定介護予防福祉用具購入】

次の13種類が貸し出しの対象となります。
原則、要支援1・2の人、要介護1の人は、❶～❹のみ利用できます。
13は、要介護4・5の人のみ利用できます。

福祉用具貸与 【介護予防福祉用具貸与】

　右記の福祉用具を、都道府県等の指定を受けた
事業者から購入したとき、購入費が支給されます。

●利用者負担について

福祉用具を購入する

※必ず工事着手前に申請してください　※新築または増築の場合は支給対象とはなりません

●開き戸から引き戸等への扉の取り替え
　（ドアノブの変更・戸車等の設置）
●和式便器から洋式便器への取り替え
●滑りにくい床材・移動しやすい床材への変更
●段差の解消
●手すりの取り付け

※都道府県等の指定を受けていない事業者から購入した場合
は支給されませんので、ご注意ください。

※事業所にいる「福祉用具専門相談員」に必ずアドバイスを
受けましょう。

ケアマネジャー・
地域包括支援セン
ター職員等に相談
します。

　年間10万円が上限で、その1～3割が自己負担です。
費用が10万円かかった場合、1万～3万円が自己負
担です。（毎年4月1日から1年間）

申請が必要です

事前と事後の申請が必要です！

❶腰掛便座
❷自動排せつ処理装置
　の交換可能部品
❸入浴補助用具

❹簡易浴槽
❺移動用リフト
　のつり具
❻排せつ予測支援機器

　レンタル費用の1割、2割、または3割です。支給限度額（26ページ参照）が適用されます。用具の種類
や事業者により金額は変わります。商品ごとに全国平均貸与価格が公表され、上限額が設定されています。

●申請に必要なもの

●介護保険の対象となる工事の例

●手続きの流れ【償還払い（後から払い戻される）の場合】

●理由書　●見積書及び工事施工内訳書　●改修箇所内容と居室等全体の平面図
●改修前の写真（日付入り）  ●承諾書（住宅の所有者が異なる場合）  ●部材の確認ができるカタログ

事業者には下記①、②が義務づけられています。
　①貸与する商品の機能や価格帯の異なる複数商品を選択肢として示す。
　②貸与する商品の全国平均価格とその事業者の価格を説明する。

月々の利用限度額の範囲内
で、実際にかかった費用の
1～3割を自己負担します。

要介護4・5の人が利用できる福祉用具
要介護2・3の人が利用できる福祉用具
要支援1・2、要介護1の人が利用できる福祉用具

自動排せつ処理装置（尿のみを自動的に吸引できるものは要支援1・2の人、要介護1～3の人も利用できます）13

手すり（工事をともなわないもの）1
スロープ（工事をともなわないもの）2

車いす5
車いす付属品（クッション、電動補助装置等）6
特殊寝台7
特殊寝台付属品（サイドレール、マットレス、
スライディングボード、入浴用でない介助用ベルト等）

8

床ずれ防止用具9
体位変換器（起き上がり補助装置を含む）10
認知症老人徘徊感知機器（離床センサーを含む）11
移動用リフト（立ち上がり座いす、入浴用リフト、
段差解消機、階段移動用リフトを含む）

12

歩行器3
歩行補助つえ（松葉づえ、多点つえ等）4

次の福祉用具は、ケアマネジャーや福祉用具専門相談員の提案を受け、利用者の意思決定で購入することができます。
●固定用スロープ　●歩行器（歩行車を除く）　●単点杖（松葉杖を除く）と多点杖

福祉用具貸与の対象用具のうち次の福祉用具は購入すること
ができます。
●固定用スロープ　●歩行器（歩行車を除く）　
●単点杖（松葉杖を除く）と多点杖

福
祉
用
具
、住
宅
改
修

●住宅改修支給申請書　●領収書　●改修後の写真（日付入り）  ●請求書及び工事代金内訳書

改修前

改修後

相談・検討
ケアマネジャー等により
住宅改修が必要な理由を
作成してもらいます。そ
れに伴い、施工業者を決
めて、改修の見積もり、
改修箇所内容と居室等の
図面、改修前写真（日付
入り）を作成してもらい、
ケアマネジャー等が名張
市に提出します。

 申請

介護保険の住宅改修
対象であるか名張市
で判断し、ケアマネ
ジャー等に連絡しま
す。名張市の許可が
下りてから、着工し
ます。

市で対象工事を
判断 完成後は不具合がな

いか、期待通りの効
果が出ているかケア
マネジャー等が確認
します。

改修工事の実施

工事費用の全額をいったん
施工業者に支払い、後日申
請すると限度額内の7～9割
が支給されます。また、名
張市で登録した施工業者で
改修を行った場合には、限
度額内の1～3割のみを施工
業者に支払すること（受領
委任支払い）もできます。

住宅改修（工事完了）
の申請

※屋外部分の改修工事も給付の対象となる場合が
あります。

※1回の改修で20万円を使い切らずに、数回に分けて使う
こともできます。
※引っ越しをした場合や要介護度が著しく高くなった場合、
再度支給を受けることができます。

住宅改修のサービスを受けるには、要介護認定
を受けていることが前提となります。
また、住宅改修を利用するときには、複数の業
者から見積もりをとりましょう。

支給限度額／20万円まで（原則1回限り）
20万円が上限で、その1～3割が自己負担です。
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ふく し よう ぐ たい よ ふく し よう ぐ たい よかい ご よ ぼう

ふく しとく てい よう ぐ こう にゅう

ふく し よう ぐ こう にゅうかい ごとく てい よ ぼう

居宅介護住宅改修
【介護予防住宅改修】

きょ たく かい ご じゅう たく かい しゅう

じゅう たく かい しゅうかい ご よ ぼう

●要介護1～5、要支援1・2
の人が利用できます。

●要介護1～5、要支援1・2
の人が利用できます。
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地域支援事業（総合事業）

総合事業 自分らしい生活を続けるために
　介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」）は、高齢者の介護予防と
自立した日常生活の支援を目的とした事業で、介護予防・生活支援サービス事業と
　一般介護予防事業 の二つからなります。

●要支援1・2の認定を受けた方
●基本チェックリストにより生活機能の低下がみ
られた方（事業対象者）

対象者
●65歳以上のすべての方
対象者

●要支援1・2の方は、介護予防サービス と 介護予防・生活支援サービス事業 を利用できます。
● 介護予防・生活支援サービス事業 のみを利用する場合は、基本チェックリストによる判定で利
用できます。（要介護認定は不要です）

高齢者が日常的に介護予防に取り組めるような教室など●訪問型サービス　●通所型サービス
介護予防・生活支援サービス事業 一般介護予防事業

●訪問介護（ホームヘ
ルプサービス）

●通所介護（デイサー
ビス）

●福祉用具貸与・購入
●訪問看護
●通所リハビリテー
ション

●訪問リハビリテー
ション

●ショートステイ
●住宅改修 など

総合事業を利用するには、ま
ずは、地域包括支援センター
または介護・高齢支援室、ケア
マネジャーへご相談ください。
心身の状態を確認したうえで、
その方に合ったサービスや支
援を受けることができます。

介護予防サービス

介護予防・生活支援サービス事業

65歳以上の方

住民主体の介護予防教室や介護予防に関する講演会、通いの場など

一般介護予防事業

基本チェックリスト 回　答

バスや電車で1人で外出していますか

日用品の買物をしていますか

預貯金の出し入れをしていますか

友人の家を訪ねていますか

家族や友人の相談にのっていますか

（ここ2週間）毎日の生活に充実感がない

（ここ2週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった

（ここ2週間）以前は楽にできていたことが今ではおっくうに感じられる

（ここ2週間）自分が役に立つ人間だと思えない

（ここ2週間）わけもなく疲れたような感じがする

周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがあると言われますか

自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか

今日が何月何日かわからない時がありますか

週に1回以上は外出していますか

昨年と比べて外出の回数が減っていますか

半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか

お茶や汁物等でむせることがありますか

口の渇きが気になりますか

6カ月間で2～3kg以上の体重減少がありましたか　

BMIが18.5未満ですか（BMIの求め方は一番下をご覧ください）

階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか

15分位続けて歩いていますか

この1年間に転んだことはありますか

転倒に対する不安は大きいですか

1

2

3

4

5

はい

はい

はい

はい

はい

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

いいえ

いいえ

（　　　　　）

（注）ＢＭＩの求め方：ＢＭＩ＝体重（kg）÷身長（m）÷身長（m）　　
（例）体重50kg、身長160cmの人の場合：BMI＝50÷1.6÷1.6=19.5

いずれかに
チェックしてください

　名張市にお住まいの65歳以上の被保険者のうち、厚生労働省が作成した25問の基本チェックリ
ストにおいて、生活機能に低下がみられた方が「事業対象者」になります。
　その後、地域包括支援センター職員がご自宅等に訪問、もしくは来所相談にて、日々の暮らしぶ
りを聞き取り、必要な事業の選定・説明を行い一緒に考えながら利用決定をしていきます。

基本チェックリストをやってみましょう

生
活
機
能
全
般

運
動
の
機
能

栄
養

状
態

口
腔
の

機
能

閉
じ

こ
も
り

認
知
症

う
つ
・
う
つ
病

地
域
支
援
事
業

（
総
合
事
業
）

総合事業

総合事業のポイント

介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）

●要支援1・2の方
●基本チェックリストにより介護予防・生活支援サービス事業対象者
となった方

地域包括支援センターの職員に相談し、サービス
の種類や回数を決め、ケアプランを作成します。

■介護予防ケアマネジメント

掃除、洗濯などの日常生活上の家事や身体介護を受ける訪問型サービス。
介護事業者による、以前の介護予防訪問介護に相当するサービス、緩和し
た基準による訪問家事援助サービス、住民が主体となったボランティアよ
り提供される生活支援、介護予防・生活支援サービスと一体的に行われる
移動支援や移送前後の生活支援など多様なサービスがあります。

■訪問型サービス

機能訓練、入浴、食事などの通所型サービス。
介護事業者による、以前の介護予防通所介護に相当するサービスを行います。

■通所型サービス

地域の実情に応じた「介護予防」と「生活支援」を目的としたサービスなどがあります。

対象者

対象者

内　容



24 25

地域支援事業（総合事業）

　地域包括支援センターは、高齢者のみなさんの
身近な相談窓口です。地域で暮らすみなさんがい
つまでも住み慣れた地域で生活ができるよう、介
護・福祉・健康・医療など、さまざまな面から総
合的に支援します。

地域包括支援センターのご案内

地域包括支援センターはこのような支援や相談を行っています

地
域
支
援
事
業

（
総
合
事
業
）

その他の地域支援事業

　総合事業のほかに地域支援事業として、高齢者の権利を擁護するための
支援も行っています。

　高齢者ができるかぎり住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、名張市では「高齢者保
健福祉計画・介護保険事業計画」などに基づいて事業を進めています。
　計画の基本理念を「まちじゅう　つながる　ささえあう ～いつまでも、いきいきと、自分らし
く暮らせる地域共生社会の実現を目指して～」として、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」
「受け手」という関係を超えて、地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超
えて繋がり、地域で支え合える包括的な支援体制を目指しています。

●高齢者の権利を守ります

●高齢者の総合相談窓口です

◆次のようなお悩みは、地域包括支援センター（☎0595-63-7833）／1階7番窓口にご相談ください。

預貯金通帳や財産の
管理が自分では
不安になってきた

悪質な商法によって
高額な買い物を
させられた

介護サービス事業者の
対応に不満を訴えても
改善されない

など

介護予防、総合事業
に関すること、相談
や困りごとがあれば、
地域包括支援セン
ターへお問い合わせ
ください。

■介護予防を応援します！ ■さまざまな相談に対応します！

■高齢者の権利を守ります！

地域包括支援センターのスタッフ

■充実したサービスを提供するために
　支援します！

要支援１・２および事業
対象者の方の介護予防ケ
アプランなどを作成して、
効果を評価します。

高齢者虐待の防
止、悪質な訪問
販売による被害
の防止などの権
利擁護を行いま
す。

高齢者に関するさま
ざまな相談を受け、
必要なサービスにつ
なぎます。

ケアマネジャーへ
の指導・助言や医
療機関など、関係
機関との調整を行
います。

地域包括支援センターのスタッフは、主任
ケアマネジャー、保健師（または経験のあ
る看護師）、社会福祉士を中心に構成され
ています。

積極的に
ご利用ください

「まちじゅう つながる ささえあう」包括的な支援体制

まちじゅうの多様な主体が
相互につながり、
支え合いの輪を形成

住まい

地域で暮らす全ての住民
家族、近所、友人、親戚

いつまでも、
いきいきと、

自分らしく暮らせる
地域共生社会

病　院
急性期、回復期、
慢性期

まちの保健室
●身近な総合相談窓口
●地域福祉活動拠点

地域包括支援センター
●介護・福祉に係る総合相談、
　支援
●必要な介護・福祉サービス
　の調整

ケアマネジャー

介護事業所
●居宅サービス
●施設・居住系サービス
●介護予防サービス

社会福祉協議会
社会資源の創出

民生委員・児童委員

NPO

老人クラブ

ボランティア

区・自治会

地域づくり組織
●生活支援の取組
●介護予防の取組

市役所
●情報の集約・調整・政策反映
●福祉分野だけでなく関係部署が
　包括的に対応

在宅医療支援センター
●医療に関する相談・支援
●医療サービスの調

地域の医療機関
かかりつけ医、
歯科医療、薬局



利用者の負担

　介護保険では、要介護状態区分に応じて上限額（支給限度額）が決められています。上限額の範
囲内でサービスを利用する場合は、利用者負担は1割、2割、または3割ですが、上限を超えてサー
ビスを利用した場合には、超えた分は全額利用者の負担となります。

※上記の支給限度額は標準地域のケースで、人件費等の地域差に応じて限度額の加算が行われます。

要介護1（1割負担）の方が、
20万円分のサービスを利用
した場合

■主な在宅サービスの支給限度額

在宅サービスの費用

●居宅療養管理指導
●特定施設入居者生活介護
　（外部サービス利用型、短期利用を除く）
●認知症対応型共同生活介護（短期利用を除く）
●地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
●地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用を除く）
●特定福祉用具販売
●住宅改修費支給
●介護保険施設に入所して利用するサービス

●介護予防居宅療養管理指導
●介護予防特定施設入居者生活介護
　（外部サービス利用型、短期利用を除く）
●介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用を除く）
●特定介護予防福祉用具販売
●介護予防住宅改修費支給

■支給限度額が適用されないサービス

要介護度 利用限度額 利用者負担
（1割)

利用者負担
（2割)

50,320円

105,310円

167,650円

197,050円

270,480円

309,380円

362,170円

5,032円

10,531円

16,765円

19,705円

27,048円

30,938円

36,217円

10,064円

21,062円

33,530円

39,410円

54,096円

61,876円

72,434円

利用者負担
（3割)

15,096円

31,593円

50,295円

59,115円

81,144円

92,814円

108,651円

要支援1

要支援2

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

要支援1・2の人のサービス 要介護1～5の人のサービス

■利用者負担の上限（1か月）

※低所得者Ⅰ区分の世帯で介護保険サービスの利用者が複数いる場合は、限度額の適用方法が異なります。
■毎年7月31日時点で加入している医療保険の所得区分が適用されます。医療保険が異なる場合は合算できません。
■支給対象となる人は医療保険の窓口へ申請が必要です。
■自己負担限度額を超える額が500円以下の場合は支給されません。

負担が高額になったとき

　同じ月に利用したサービスの利用者負担の合計額（同じ世帯内に複数の利用
者がいる場合は世帯合計額）が下表の上限額を超えたときは、超えた分が「高
額介護サービス費等」として後から支給されます。給付を受けるには、市への
申請が必要です。

●介護保険の利用者負担が高額になったとき

　介護保険と医療保険の両方の利用者負担が高額になった場合は合算すること
ができます（高額医療・高額介護合算制度）。
　介護保険と医療保険それぞれの月の限度額を適用後、年間（8月～翌年7月）
の利用者負担額を合算して下表の限度額を超えたときは、申請により超えた分
が後から支給されます。

●介護保険と医療保険の利用者負担が高額になったとき

利用者負担段階区分 上限額（月額）

世帯 44,400円

世帯 93,000円

世帯140,100円

世帯 24,600円

個人 15,000円

世帯 24,600円
個人 15,000円

●生活保護の受給者等

●課税所得145万円以上380万円未満（年収約770万円未満）

●課税所得380万円以上690万円未満（年収約770万円以上約1,160万円未満）

●課税所得690万円（年収約1,160万円）以上

●世帯全員が住民税非課税

●前年の合計所得金額＋課税年金収入額が80万円以下の人等
●老齢福祉年金の受給者

例

利
用
者
の
負
担
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費用の一部を負担します
　ケアプランにもとづいてサービスを利用した場合、サービス事業者に支払う利用
者負担は原則としてかかった費用の1割、2割、または3割を負担します。

実際に利用した金額20万円

支給限度額167,650円

利用者負担額
49,115円

1割負担
16,765円

支給限度額を
超えた分
32,350円

■介護保険サービスの自己負担割合と判定基準

※40～64歳の方は、所得にかかわらず1割負担です。

介護保険サービスの自己負担割合は、所得の状況などによって、1割、2割、3割のいずれかになります。

1割負担

2割負担

3割負担

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

年金収入＋その他の合計所得金額が
●単身で340万円以上　または
●65歳以上の人が2人以上いる世帯で463万円以上

年金収入＋その他の合計所得金額が
●単身で280万円以上　または
●65歳以上の人が2人以上いる世帯で346万円以上

160万円未満

160万円以上
220万円未満

220万円以上本
人
の
合
計
所
得
金
額
が

65
歳
以
上
で
本
人
が
住
民
税
課
税

■高額医療・高額介護合算制度の自己負担限度額＜年額／8月～翌年7月＞

所得

212万円

141万円

67万円

60万円

34万円

212万円 212万円

141万円 141万円

67万円 67万円

56万円 56万円

31万円 31万円

所得区分（基礎控除後の総所得金額等）

課税所得690万円以上

課税所得380万円以上

課税所得145万円以上

一　般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

901万円超

600万円超901万円以下

210万円超600万円以下

210万円以下

住民税非課税世帯

後期高齢者医療制
度で医療を受ける
人がいる世帯

70～74歳の
人がいる世帯

70歳未満の
人がいる世帯

19万円 19万円

令和7年8月から 利用者負担段階の80万円が80万9,000円に変わります。
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65歳以上の人（第1号被保険者）の保険料

介護保険料

※市区町村によって必要となるサービスの量や65歳以上の人数が異なるため、基準額も市区町村ごとに異なります。

＝
×

　65歳以上の人の保険料は、市で介護保険のサービスに必要な費用などから算出された「基
準額」をもとに、所得に応じて決まります。

第 1号被保険者の基準額はこのように決まります

名張市で必要な
介護サービスの

総費用
65歳以上の人の
負担分23％

名張市に住む
65歳以上の人の

人数

基準額（年額）

令和6～8年度
79,200円

介護保険料
　介護保険料は、介護保険制度を健全に運営していくための大切な財源となっています。み
なさんが安心してサービスが受けられるように、保険料は忘れず納めましょう。

■令和6～8年度　介護保険料
対象者 保険料年額保険料率

・生活保護受給者
・老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民税非課税

●下線部については、令和6年度までは80万円です。

基準額
×0.26 ２０，５９２円

基準額
×0.46 ３６，４３２円

基準額
×0.675 ５３，４６０円

基準額
×0.90 ７１，２８０円

基準額
×1.20 ９５，０４０円

基準額
×1.30 １０２，９６０円

基準額
×1.58 １２５，１３６円

基準額
×1.70 １３４，６４０円

基準額
×1.90 １５０，４８０円

基準額
×2.10 １６６，３２０円

基準額
×2.30 １８２，１６０円

所得段階

第1段階

第2段階

第3段階

第4段階

第5段階

第6段階

第7段階

第8段階

第9段階

第10段階

第11段階

第12段階

第13段階 基準額
×2.40 １90,080円

世帯全員が市民税非課税で、
前年の課税年金収入額と
合計所得金額の合計が

世帯の誰かに市民税が課税されて
いるが、本人は市民税非課税で、
前年の課税年金収入額と
合計所得金額の合計が

本人が市民税を課税されており、
前年の合計所得金額が

介
護
保
険
料

介護保険の財源（令和6～8年度）介護保険の財源（令和6～8年度）

公
　費

保
険
料

国の負担金
25%

都道府県の負担金
12.5%

区市町村の負担金
12.5%

うち5％程度が
調整交付金（※）

65歳以上の人
23%

40歳～64歳の人
27%

国負担分のうち調整交付金は、5%を基準として、後期高齢者の比率や所得水準による市町村間の
介護保険の財政力の差を調整するため交付されることから、交付割合が毎年変動します。交付割
合が5%を下回った場合、不足分は第1号被保険者が負担します。

※調整交付金…

80万9千円超
120万円以下

80万9千円以下

120万円超 

80万9千円以下

80万9千円超

120万円未満

120万円以上
210万円未満

210万円以上
320万円未満

320万円以上
420万円未満

420万円以上
520万円未満

520万円以上
620万円未満

620万円以上
720万円未満

720万円以上

基準額 ７９，２００円

※「合計所得金額」とは、年金・給与・不動産・配当等の各収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額の合計額で、扶養控除
や社会保険料控除などの所得控除を差し引く前の金額です。
「合計所得金額」は所得税や住民税の課税決定に用いられる「総所得金額等」とは異なり、土地・建物や株式の譲渡所得の場合は純損
失・雑損失等の繰越控除適用前の金額をいいます。なお、保険料の算定に用いる合計所得金額は、長期譲渡所得及び短期譲渡所得に
係る特別控除額を控除した額となります。さらに、第１段階から第５段階までの人は、年金収入に係る所得を控除した額となります。

※世帯の状況は、4月1日現在（年度途中に資格取得された方は資格取得日）で判断します。
※市民税非課税世帯（第1～3段階）の人の保険料については、公費負担により、一部軽減されています。
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介護保険料

保険料を
滞納していると

　サービスを利用した際の利用者負担は、通常はかかった費用の1割、2割、または
3割ですが、保険料を滞納していると滞納期間に応じて次のような措置がとられます。

　災害や失業など、やむを得ない理由で保険料を納められないときは、減免や納付猶予を受けられ
ることがあります。困ったときは、お早めに介護・高齢支援室にご相談ください。

やむを得ない理由で保険料を納められないときは…

　40～64歳の人の保険料は、加入している医療保険の算定方法により決められ、医療
保険料と一括して納めます。詳しくは加入している医療保険にお問い合わせください。

保険料は国民健康保険税（料）の算定方
法と同様に、世帯ごとに決められます。

医療保険分、後期高齢者支援金分、介
護保険分を合わせて、国民健康保険税
（料）として世帯主が納めます。

国民健康保険に加入している人

1年6か月以上滞納すると
費用の全額を利用者が負担し、申請後も保険給付が一時的に差し止められます。滞納していた保険
料にあてられることもあります。

1年以上滞納すると
費用の全額をいったん利用者が負担し、申請によりあとで保険給付分が支払われます。

納期限を過ぎると
督促が行われます。督促状・催告状の送付や、延滞金が徴収される場合があります。

40～64歳の人（第2号被保険者）

決まり方

納め方

医療保険ごとに設定される介護保険料
率と、給与（標準報酬月額）および賞与
（標準賞与額）に応じて決められます。

医療保険料と介護保険料を合わせて、
給与および賞与から徴収されます。
※40～64歳の被扶養者は、保険料を個別に納める
必要はありません。

職場の医療保険に加入している人

決まり方

納め方

保険料の納め方

介
護
保
険
料

2年以上滞納すると
介護保険のサービスを利用するときに利用者負担が引き上げられたり、高額介護サービス費等が受けられな
くなったりします。

普通徴収

●介護保険料の年額を納付期限に合わせて納めます。
●名張市から納付書が送付されますので、取り扱い金融機関等で納めてください。

❶介護保険料の納付書、通帳、印かん（通帳届出印）を用意します。
❷取り扱い金融機関または市役所で「口座振替依頼書」に必要事項を記入し、
申し込みます。 

年金が年額18万円未満の人▶【納付書】や【口座振替】で各自納めます

特別徴収

　65歳以上になった月（65歳の誕生日の前日の属する月）の分から納めます。
納め方は受給している年金※の額によって下記の2通りに分かれ、個人で納め方を選ぶ
ことはできません。
※受給している年金とは、老齢（退職）年金・遺族年金・障害年金をいいます。老齢福
祉年金は対象にはなりません。

※その他、保険料が増額（減額）になったり、年金が一時差し止めになったりした場合などは、一
定期間、普通徴収となります。

●介護保険料の年額が、年金の支払い月（4月・6月・8月・10月・12月・2月）の年6回に分けて天引きに
なります。

65歳になられた人や、転入された人で年金天引きの対象になる人も、一定期間（半年から1年
程度）は、普通徴収となります

年金が年額18万円以上の人▶年金から【天引き】になります

65歳以上の人（第1号被保険者）の介護保険料の納め方

納め忘れのない口座振替をご利用ください。

介護保険料の仮徴収と本徴収

手続き

当該年度の保険料額を決定し、7月に通
知します。
決定した1年間の保険料額から、4月・
6月の仮徴収額を差し引いた額を、8月
～2月の4回に振り分けて徴収します。

1期
4月

2期
6月

3期
8月

4期
10月

5期
12月

6期
2月

　当該年度分の保険料を確定するのが7月になることから、保険財源の確保と、保険料が年間を通してできるだ
け均等になるように、4月・6月は仮徴収を実施しています。

当該年度分の保険料が確定していない
ため、前年度の保険料段階を基に、4
月・6月の保険料を仮に算出します。
特別徴収の人は、前年度の2月（6期）
の金額と同額としています。

仮徴収 本徴収
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ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に基づき、より多くの人へ適切に情報を伝
えられるよう配慮した見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

介護保険に関するお問い合わせは

名張市鴻之台1番町1番地
TEL.0595-63-7599　FAX.0595-63-4629

介護・高齢支援室
1階　5番窓口

福祉や介護に関する各種相談や介護予防のケアプラン作成に関するお問い合わせは

名張市鴻之台1番町1番地（名張市役所内）
TEL.0595-63-7833　FAX.0595-63-4629

地域包括支援センター
1階　7番窓口

地区名

名　張

鴻之台・希央台

蔵　持

梅が丘

薦　原

美　旗

比奈知

すずらん台

つつじが丘

錦　生

赤　目

箕　曲

百合が丘

国　津

桔梗が丘

上八町1321-1（名張市民センター内）

鴻之台1-2（名張市防災センター1F 中央ゆめづくり館内）

蔵持町原出319-1（旧伊賀南部農協蔵持支所）

梅が丘南5-184（梅が丘市民センター内）

薦生1607（薦原市民センター内）

美旗町南西原229-3（美旗市民センター内）

下比奈知1768（比奈知市民センター内）

すずらん台東3-220（すずらん台市民センター内）

つつじが丘北5-73-2（つつじが丘市民センター内）

安部田2118（錦生市民センター内）

赤目町丈六238-1（赤目市民センター内）

夏見215（箕曲市民センター内）

百合が丘西5-13（百合が丘市民センター内）

長瀬1418（旧長瀬保育所）

桔梗が丘5-12-10（桔梗が丘南市民センター内）

63-5699

63-0805

63-6371

61-3770

63-6400

65-5800

68-1278

68-5700

68-7800

63-2571

63-1381

63-1073

64-8600

69-1718

65-1299

電話（0595）住所

●介護や子育てなどの相談（訪問相談可）に応じています。
●介護予防教室の開催や、サロン活動などの支援をおこなっています。
●介護保険などの申請代行や介護認定調査業務をおこなっています。

まちの保健室
市内15箇所に設置しています。


